

授業名称：地理空間情報の提供・流通を図るための個人情報や

二次利用に伴う著作権等の取扱い
ティーチングノート

（地方公共団体向け）

概要：

平成19年５月に「地理空間情報活用推進基本法」（以下「基本法」という。）が成立し、平成20年４月には基本法に基づく「地理空間情報活用推進基本計画」（平成20年４月閣議決定、以下「基本計画」という。）が策定され、｢地理空間情報高度活用社会｣の実現を目指すためには、地理空間情報の提供・流通の促進が重要。

この講義では、その際に発生しうる個人情報保護・知的財産権の権利処置などの問題及びそれに対処するための基本的な考え方について学ぶ。
学習目標：

本講義では、地理空間情報の提供・流通の意義、個人情報保護・知的財産権の権利処理など本講義では、個人情報保護・知的財産権の権利処理などの地理空間情報を扱う際に発生しうる問題及びそれに対処するための基本的な考え方について習得する。具体的な目標は以下の通り。

・個人情報保護・知的財産権の権利処理など地理空間情報を扱う際に発生しうる問題について理解する。

・これらの問題への対処に関する基本的な考え方について理解する。

受講対象：

地方公共団体等において、GISに関連する業務に従事している者、もしくはGISに関する基礎知識は有しており、今後、専門性を高めたい意向がある者等
(1) 地方公共団体の情報部門の人材
(2) 地方公共団体の情報部門以外に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材

(3) その他、地域行政に関連する組織に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材
ティーチングノート：

【はじめに】

　本講義は、地方公共団体の職員向けに、約60分間の授業を行うことを想定している。
（1） 概要と学習目標　…５～10分

（2） 地理空間情報の提供・流通を促進する際に発生しうる問題及びその対処方法に関する基本的な考え方　…　35～40分

（3） まとめ・質疑　…　10～15分

　※受講者：事前学習資料として各自治体の個人情報保護条例を見ておくこととなっている。

【各スライドの説明手順等】

ページ2　サブタイトル：本講義の背景と学習内容
◆このページのポイント
· 今回説明する内容の背景として「基本法」及び「基本法」に基づき策定された「基本計画」があり、「地理空間情報高度活用社会」を目指すとしていることをまず念頭においておいてもらう。（紹介程度）
· 「高度活用社会」の実現には、「提供・流通の促進」が重要である。

◆説明手順

· 上記のポイントを説明。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 別途「地理空間情報の提供・流通の促進と国の取組」においてこの内容は説明済。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ3　サブタイトル：本講義の背景と学習目標
◆このページのポイント
· 学習目標について、全員に共有意識を持ってもらう。
◆説明手順

· 学習目標について音読し、内容を確認する。
· 提供・流通を促進するに当たっては、個人情報保護や知的財産権などの問題が発生する場合があるため、その基本的な知識・考え方をこの講義を通じて理解してもらいたい旨を説明。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ6　サブタイトル：地理空間情報活用の際の問題点など
◆このページのポイント
· 主に個人情報保護、知的財産権に関して、地理空間情報を扱う際に発生しうる問題を理解する。

◆説明手順

· 既に「地理空間情報の提供・流通の促進と国の取組」において地理空間情報の提供・流通促進の重要性について説明してきた。ここでは提供流通促進を図る上での問題点について説明していく。

· 基本法や基本計画では、提供・流通の課題として「個人情報保護」「知的財産権」「国の安全」等を取り上げている。

· 地方公共団体業務で、関連が深いと思われる「個人情報」と「知的財産権」についてこの先説明していく。

· ちなみに政府（推進会議）では、そのほかに「国の安全」の観点からも検討を進めていることを補足的に紹介する。
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（補足）

· （基本計画抜粋）地理空間情報の提供と二次利用を進めるためには、情報を保有する部局が提供に努めるだけでなく、様々な主体が作成した地理空間情報を円滑に提供・流通させるためのルールを明確にすることが必要

· （基本計画抜粋）地理空間情報は個人情報を含んでいるケースや著作権等の知的財産権の対象となっているケースが多いこと、その公開が国の安全に影響を及ぼす恐れもあることから、国民が適切に勝つ安心して利用できる地理空間情報の流通のためには、これらの観点も踏まえた情報提供のルールを確立することが必要。

· 基本計画では、提供・流通促進の課題として、国や地方公共団体は地理空間情報の電子的整備が十分に進んでいないことも掲げている。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ7　サブタイトル：地理空間情報活用の際の問題点など
◆このページのポイント

· 地理空間情報の特性から、多様な法令と関わりがあり、整備や提供において留意すべき点も多い。
◆説明手順

· 地理空間情報は、位置情報を含む多様な情報（地図、航空写真、統計、台帳という情報のほか、個人情報など）これから個人情報保護法などの法制度を見ていくにあたり、関連する法制度が多くあるため簡単に紹介する。
· その情報を管理する主体も多様なため、多くの関連法令が関わっており、整備や提供において留意すべき点も多い。（ここでは多くの関連法令があることが理解されれば十分（個別の中身は、時間があれば説明する。）。）
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ8　サブタイトル：政府における検討体制（検討チーム）について
◆このページのポイント

· 政府では、「個人情報保護・知的財産に関する検討チーム」を設置し、これらの問題に対するガイドラインの策定に向けた検討を進めている。
◆説明手順

· 政府では、「個人情報保護・知的財産に関する検討チーム」を設置し、これらの問題に対する国、地方公共団体向けのガイドラインの策定に向けた検討を進めてきた。
· 国土計画局参事官が議長を務め、これらの検討の事務局を担当していることを説明。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ9　サブタイトル：ガイドラインの目的・位置づけ
◆このページのポイント
· 政府が検討しているガイドラインについて、目的や位置づけ、適用範囲を理解してもらう。

◆説明手順

· 図表を見ながら、「個人情報」と「二次利用」の両面でガイドラインを検討している旨をまず説明。それぞれの目的と、適用範囲とについて説明。
· これらのガイドラインは、提供・流通促進を目的としている（国、地方公共団体職員が安心して地理空間情報の提供・利用できるようにすることが目的である）。

· また、平成22年9月に政府の推進会議において、両ガイドラインを決定している。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ11～12　サブタイトル：個人情報保護（基礎編）
◆このページのポイント
· 地理空間情報の観点からではなく、一般論としての個人情報保護法及び関連法の概略について理解してもらう。
◆説明手順

· P.11
· 個人情報保護法制の体系イメージについて説明する。
· 一般法（基本法制）として「個人情報の保護に関する法律」があり、対象に応じて、特別法が規定されている。

· 国及び独立行政法人等に対して、それぞれ国の行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法

· 地方公共団体の場合は、団体ごとに個人情報保護条例に従うことになる。

· 併せて、個人情報保護法の観点から留意が必要な関連法としての「情報公開法」がある。
· P.12のスライドを用いて、それぞれの違いを説明。
· 他の情報と照合した場合の個人の特定性について、個人情報保護法では、「容易に照合することができ」としているのに対し、行政機関個人情報保護法及び独立行政法人個人情報保護法では、「照合することができ」とされ、「容易に」の語句がない。

· 行政機関においては、民間部門よりも厳しい個人情報保護が求められるという観点から意図的に外されたものである。

· 個人情報に該当性を判断するためには、他の情報との照合に十分留意が必要であることを意味している。
· 多くの地方公共団体の個人情報保護条例でも、「容易に」の語句はみられないため、より厳しい内容となっている。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 消費者庁の発足に伴い、2009年9月1日から消費者庁所管になった。

· 個人情報保護ポータル（http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/index.html）がある。
· 地方公共団体職員であれば、一般法と特別法の違いは理解しているはずだが、反応を見て、解説を付け加える。一般法とはその分野に対して一般的に適用される法であり、特別法がない限りその法律が適用される。また、特別法は一般法に優先する。
· 独立行政法人個人情報保護法は政府の一部を構成すると見られる法人を対象としているため、同法の内容は行政機関個人情報保護法に準じたものとなっている。
◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ14　サブタイトル：地理空間情報における個人情報の考え方 
◆このページのポイント
· 基礎的な考え方のみを示す。

· 個人識別性の判断の基準・流れを理解してもらう
· 個人情報と判断されてもすなわち提供ができないわけではないことを理解してもらう。

◆説明手順

· 地理空間情報の例として地番や住居番号等についてみてみると、これらの情報は、たとえば不動産登記情報（法務局に行けばだれでも見られる）と照らし合わせると、個人が識別されてしまうので、個人情報と判断されることが多い。

· つまり、その情報単体では個人に関する情報を含まない場合でも、他の情報と照合することによって特定の個人を識別できる情報は「個人情報」となる。
· ただし、直ちに利用・提供が不可能となるわけではない

· 個人情報に対して過剰な措置がされてしまうことで提供・流通の妨げになってしまうことは避けたい。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ15～23　サブタイトル：個人情報該当性の判断について
◆このページのポイント
· どのような考え方で提供・流通の可否について判断すれば良いのか、提供可否判断フローの考え方について理解する。

◆説明手順

· 15ページの概略図、
· 提供・流通御可否についての考え方の概略を示すと、スライドのようになる。

· 大きな流れとして、ここに示している3つの段階で判断していくことを説明する。
· 16ページ、フロー図を紹介。
· 前ページで示した流れをより具体的に示したものである点を説明。

· 行政機関個人情報保護法をモデルに基本的な考え方を示したものである。地方公共団体においては、個人情報保護条例ごとに判断が必要となるが、基本的な考え方は、これらと大きく離れたものではない。

· 流れは前のスライドと同じで、１から第3段階で判断する。
· 第2段階で個人情報とされた情報であっても、この第三段階での判断次第では、提供が可能となる場合もある。
· 17～18ページ、個人情報の該当性と提供可否の判断を事例ごとに紹介。
· 17ページ、まずは、過去の答申をもとに地番に関する情報を含む地理空間情報の提供可否判断について考えてみる。
· 第一段階、地番には個人の氏名等は含まれないため、第二段階へ。第二段階、一般に地番に関する情報は、誰でも閲覧可能な登記簿情報等と照合することによって、特定の個人が識別されるため、ここで個人情報と判断される。次に、第3段階で提供可否についての判断となる。
· 18ページ、参考までに、個人情報保護・情報公開審査会の答申において開示・非開示の判断について示された事例を紹介する。
· 【前提（要注意）】個人情報保護法と情報公開法では、個人情報該当性に関する考え方は共通しているが、提供の可否（開示・不開示）に対する考え方は異なるため注意が必要。

· 情報公開法の考え方に基づく答申の内容を見ると、「開示」（右側）、「不開示」（左側）の両方のケースがみられる。
· 個人情報の該当性判断についてはフロー図等を参考に判断していくことが可能。

· 提供の可否については、個人の権利利益の保護の要請と本件情報を提供することよる利益とを比較考量の上、判断することが求められる。

· 地方公共団体の場合は、個人情報保護審査会などに諮ることで判断を委ねることも可能である。
ページ19　サブタイトル：個人情報の目的外の利用・提供が認められるケースについて
◆このページのポイント
· 判断フローの第3段階（「目的外の利用・提供」）の判断について、どのようなケースであれば、目的外の利用・提供が可能になるのか、が課題になっている。

· 現段階では明確に示すことができないため、法令で定められている内容を紹介する程度。
◆説明手順

· 参考までに第3段階について補足説明。

· 基本的には、個人情報は目的以外の利用は不可。

· しかし、行政機関個人情報保護法8条2項で例外事項に該当する場合は提供が可能となる場合がある。具体的に以下のそれぞれについて説明。

· 本人の同意がある場合の提供

· 行政機関等の内部又は相互間における利用・提供

· 相当な理由があれば提供可能

· 第三者を含むものへの提供

· 特別な理由が必要。
· 以下、地方公共団体における例外規定の具体例

· 多くの地方公共団体において定められている例外事項

· 個人の生命、身体または財産の保護を目的とした提供について（本人が意識不明に陥り、緊急に医療を受ける必要がある場合に本人の情報を医者に提供する場合など）

· 出版、報道等により公にされている場合の提供

· 一部の地方公共団体において定められている例外規定

· 犯罪の予防等の公共の安全と秩序の維持を目的とした提供

· 公的な団体への提供
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ15～23　サブタイトル：個人情報該当性の判断について【つづき】

◆説明手順

· 20ページ、行政機関個人情報保護法上の個人情報の利用目的外の利用・提供が認められるケースについて紹介する。

· 本人の同意があるとき、行政機関等の内部や相互間の利用・提供、学術研究の目的やその他特別の理由等があるときには提供できる。（時間の許す範囲で、最下段の事例を紹介する。）
· 20ページ、都市計画図の例については、「法令に基づく範囲内で整備されている場合は」、個人情報は含まれていない。

· ただし、地方公共団体によっては、取得事項を拡張しているケースもあり、こうしたケースがないかの確認が必要。

· 21ページ、住居表示台帳の例については、第一段階の判断としては、それだけでは個人は識別できないが、第二段階の判断として、市販の住宅地図等と照合することで、個人情報に該当する可能性が高いと考えられる一方、住居番号は表示が義務づけられており、規定や慣行により公にされている事実があると認められる。

· 提供の可否については、個人の権利利益の保護の要請と本件情報を提供することよる利益とを比較考量の上、判断することが求められる。

· 地方公共団体の場合は、個人情報保護審査会などに諮ることで判断を委ねることも可能である。
· 22ページ、統計情報の例については、第一段階、第二段階の判断として、個人は識別できず、提供可能と考えられる。
· ただし、個人が識別されないよう統計処理されていることを前提としており、集計後、合計数が極めて少数となる場合等は技術的措置が必要である。別途措置方法は紹介する。
· 23ページ、空中写真の例については、第一段階、第二段階の判断として、個人は識別できず、提供可能と考えられる。

· ただし、地上画素寸法５㎝程度の現在の技術水準を前提にしている。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ24　サブタイトル：個人情報に係る技術的な秘匿措置等の例
◆このページのポイント
· 判断フローに従い判断した結果、個人識別性が認められた情報においても、秘匿措置をとることで提供が可能な場合もあることを理解する。
◆説明手順

· それぞれの手法についてスライドを見ながら説明
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ26　サブタイトル：知的財産権とは何か
◆このページのポイント
· （知財全般）個人情報に関する課題と比較して、その問題点が顕在化していないかもしれないが、今後、提供・流通の促進が加速する中で、権利の所在等を明確にすることが重要である。
· 知的財産権の定義と全体構造について理解する。

◆説明手順

· 冒頭、上記のポイントについて説明。

· その後、知的財産に関する概略を説明。

· 知的財産権とは、知的創造活動によって何かを作り出した人に付与される「他人に無断で利用されない」といった権利のこと。

· 知的財産権には著作権、産業財産権がある。

· 「産業財産権」が産業経済の発展を目的としている制度であるのに対し、「著作権」は文化の発展を目的とし、音楽、絵画、小説、映画、コンピュータ・プログラムなどの著作物を保護することを目的としている。
· 著作権は、「著作者の権利」と「著作隣接権」があり、後者の例としては、著作物を世の中に伝達する役割を担う実演家(歌手・演奏者)、レコード製作者(レコード会社など)、放送事業者の権利を示している。
· また、産業財産権には特許権、実用新案権、意匠権などがある（紹介程度）。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ27　サブタイトル：著作権制度の概要 
◆このページのポイント
· 著作権制度における権利の範囲と内容について理解する。

◆説明手順

· 地理空間情報の場合、図でいう著作権（著作者の権利）への留意が必要となる。

· 「著作者の権利（著作権）」の範囲と内容について、四角囲みの中の記述について下線部を中心に順番に説明。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ29～35　サブタイトル：知的財産（地理空間情報編）①～③
◆このページのポイント
· 対象となる地理空間情報が著作物に該当する場合、地理空間情報の提供・流通する際には著作権の所在を明確にしていないとトラブル等の原因になる。トラブル等を回避するには契約でその素材を明確にすることが重要である。
· 測量法でも複製等に当たっての規定を設けている。
· また、測量法改正に見られるように、二次利用促進の方向へシフトしつつある。その観点からも契約等で著作権の所在を明確にする必要性が高まっている。
◆説明手順

· ページ29
· 地理空間情報においても著作者人格権、著作者財産があることは同様。
· ただし、すべての地理空間情報に著作物性があるわけではなく、それぞれについて著作物性についての判断が求められる。
· 地図情報

· 各種素材（地図に表示する地物など）の取捨選択、地図としての表現方法（道路、河川などの描き方など）等に創作性が認められるか、が著作物性の判断の視点となる。

· 台帳・統計情報

· 個性する情報について素材の選択や配列に創作性がある場合。

（補足）

· 台帳情報
· 帳票：記載項目などがすでに決められている場合には、帳票単体に著作物性は発生しないと考えられる。

· 帳票の管理：その配列に創意工夫される場合もあるが、紙台帳で、50音順やある特定の番号に基づいて整理されている場合には一般的の方法として考えられ、編集著作物性は発生しないと考えられる。

· 統計情報

· 統計数値：数字そのものは事実としての情報を表すものであり著作物性が発生する可能性はきわめて小さいと考えられる。
· 統計表：表頭表側に関し、著作物性が発生する場合があることに留意。

· グラフ・図表：ありふれた基準によって作成されたものである場合と、創作性のある形状を用いるなど創作性を有する表現が用いられている場合とで判断が異なる。
· ページ30
· 事例として、1/2,500都市計画基本図の著作物性については、地図として、データベースとして、ともに可能性は極めて低い。理由は判断の視点の欄の通り、創意工夫が介在する余地が乏しい、あるいは、ないことによる。

· ページ31
· 台帳の事例として、道路台帳の著作物性については、著作物として認められる可能性は極めて低い。理由は判断の視点の欄の通り、創意工夫が介在する余地が乏しいことによるが、情報分類体系などについては、創作性が認められる場合も考えられる。ただし、データを一部抜粋して利用することについては、権利の侵害に該当しない場合が多いと考えられる。

· ページ32
· 著作物性が認められる場合、その地理空間情報を提供する際に著作権の所在（発注者側OR受託者）が問題となる。
· 基本的に、発注者又は受託者のいずれかが創作性を発揮したかによってその帰属先が異なるものであるが、契約等においてあらかじめその帰属を決定しておくことが重要となる。
· 提供・流通を見据えた民間事業者等との契約のあり方（バリエーション）について紹介する。
· これらの契約のパターンによって、地理空間情報の整備等に係る費用も異なってくる。

· スライド33を用いて、具体的な契約文例を紹介
· 例１）発注者に譲渡するよう定める場合
例２）共有にするよう定める場合（「発注者の利用について同意」する点、契約で定める必要）
例３）受託者に帰属させるが、庁内利用は可能とする場合（発注者の利用について同意する点、契約で定めることが必要）
· 「著作権法第27条、同28条に定める権利を含む」について
· 第27条の翻案権、第28条の二次的著作物の利用に関する原著作者の権利は、譲渡の目的として特掲されていない場合は、著作権を譲渡する契約で譲渡した者に留保されたものと推定する旨規定されている。したがって、これらの権利を含めて譲渡する場合は、それらの権利が譲渡の対象に含まれていることを明記しておく必要がある。
※27条、28条の詳細は以下を参照。

[image: image2]
· スライド35を先に説明。

· たとえば測量法では、測量成果等の複製、使用に当たって、「公共測量の測量成果を使用した旨を明示する義務」等が明記されている。
· 最後にスライド34
· 関連法令である測量法においても、基本測量、測量成果のインターネットによる提供、複製等に関する規制の緩和、・合理化に関する項目が盛り込まれている。統計情報についても同様の背景があり、地理空間情報の二次利用促進の方向にシフトしている。つまり、契約等で著作権の所在を明確にしておくことの重要性が高まっている。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ37　サブタイトル：ガイドライン策定後のスケジュール
◆このページのポイント
· 平成２２年９月のガイドラインの策定以後、説明会や意見交換会などを開催しており、今後も普及・啓発を行い、必要に応じて、さらなる見直しを行う。

· 民間事業者の保有する情報についても提供・流通のあり方の検討を国では行っている。
（ガイドライン策定の時期等は未定）

◆説明手順

· 平成２２年９月に国の推進会議でガイドラインを策定した（冒頭10ページで説明済）。

· その後、地方公共団体や民間事業者の方々への説明会を開催し、広く意見聴取する機会を設けている。

· また、特定の地方公共団体の協力のもと、実際に日常の業務でガイドラインを活用し手もらう実証的な検討を行っている。

· 今後ともこうした普及・啓発等を行い、必要に応じて、さらなる見直しも検討する。

· 最後に、今後は、民間事業者向けのガイドラインも検討していくことを説明。

当面は、民間事業者の保有する情報についても提供・流通のあり方の検討を国では行っている。（ガイドライン策定の時期等は未定）

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ41～44　サブタイトル：ふり返り
◆このページのポイント
· 本日の講義について、ざっとふり返る。

◆説明手順

· 41、目標を改めて確認

· 42、提供・流通促進に当たっての課題として、3つの課題があげられており、そのうち地方公共団体の業務で関わることとして個人・知財に関する課題がある。

· 43、個人情報保護について全体像を説明したほか、地番等が個人情報に該当する可能性が高い。ただし、だからと言って提供できないわけではないことを説明した。

· 44、知的財産権に関しては、地理空間情報が著作物苦い等する可能性があることを説明した。該当する場合、権利の所在を明確にする必要があり、そのためにも契約が重要であることを説明した。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項（質疑応答の際の留意点）
· 上記の後、講義全体についての質疑応答を行う（10分程度）。
FAQ：

１．国の政策動向・提供流通の意義等(総論として念のため掲載)
Q1:「地方公共団体にも活用推進に関する施策を策定・実施する責務」とは、具体的にどのようなことを想定しているのか。

→基本法第5条で、「国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の状況に応じた地理空間情報の活用の推進に関する施策を策定市、及び実施する責務を有する。」としている。
具体的には、以下があげられる。

・基盤地図情報の整備（第16条）

・基盤地図情報を用いた地図の作成、相互の活用（第17条）

・地理空間情報の電子化及びその積極的提供等円滑な流通（第18条第2項）
　　（つまり、紙ベースで管理されていた地理空間情報について、電子納品などを活用し、デジタルデータとして蓄積する。道路管理や都市計画、建築確認などの業務で作成した地理空間情報のうち、外部に提供しても支障のないものについては庁内外で利用できるように提供・流通を図っていく。　など）。
Q2提供・流通の問題点として個人情報、知的財産等があげられているが、電子化されていないことがもっとも大きな課題なのでは？

→とても重要な課題と認識。関係各府省で実施している。たとえば、（国交省）国土情報、地籍情報、道路関係図面・・・を各部署で電子化する施策が進められている。その他、経産省の地質資源など。
Q3：提供・流通とは具体的にどのような行為を想定しているのか？

→企業や家庭のPCから閲覧やダウンロード等が可能な状態。CD-ROM等の電子媒体や紙地図等での提供も含まれるが、「誰でもどこでも」活用することが可能なことを想定しているため、インターネット上で積極的に公開していくことを視野に入れている。
Q4:基盤地図情報の整備状況は？どのようにしたら使えるのか？

→25000については完成しており、国土地理院から無償で提供されている。2500については現在都市計画区域を対象に整備がされており、平成23年度までに概成することを目標としている。
Q5:政府の検討チームの体制。

→A関係各府省で構成。事務局での調査・研究の実施に当たっては、個人情報保護、知的財産など関係法令の専門家、地方自治体職員、業界団体等で構成される検討委員会を設置した検討を行っている。そこでの検討結果を踏まえ、事務局において、ガイドライン素案の作成を行っている。
Q6:民間向けガイドラインはどのような業務を対象とするのか

→具体的には、現在検討中であるが、いわゆるG空間事業者における業務全般が対象。コンテンツ産業、情報通信産業など位置情報を活用して新サービスの創出等を手がける業界なども含まれてくると想定している。
２．個人情報
Q1:具体的に、個人情報に該当する地理空間情報としてはどのようなものがあるか。

→個人情報に該当する事例として、情報公開・個人情報保護審査会の答申及び個人情報に関連する判例の分析によると、次のように整理される。
【個人情報に該当するとされた事例】

事例１） 個人の氏名

事例２） 生年月日、年齢、連絡先（居所、電話番号、メールアドレス）、本籍地、学歴、印影、勤務先、その他個人の属性を示す情報について、それらと本人の氏名を組み合わせた情報

事例３） 個人名義の携帯電話の番号情報

事例４） 個人の診療録

事例５） 雇用者の人事記録情報、雇用管理情報

事例５） 個人を識別することができる映像情報

事例６） 土地の所在地若しくは地積

事例７） 建物の所在地、用途構造若しくは数量単位

【個人情報に該当しないとされた事例】

事例１） 企業の財務諸表等、法人等の団体に関する情報（団体情報）

事例２） 個人の識別につながらない記号、番号からなる情報（アマチュア無線局の呼出符号等）

事例３） 個人の識別につながらないイニシャル

事例４） 損失補償基準に記載されている抽象的な土地の区分に係る補償単価
Q2:庁内利用でも個人情報保護に留意する必要があるのか。
→A個人情報に該当するとされた地理空間情報は、原則として本来の利用目的に限定して取り扱わなければならない。
ただし、行政機関法第８条１項において、法令に基づく場合における利用・提供については当該利用制限から除外されているほか、行政機関法第８条第２項においては利用目的以外の目的のための利用・提供を可能とする一定の例外規定が設けられている。そのため、個人情報に該当する地理空間情報の利用・提供の可否を判断する場合には、当該利用・提供の範囲及びそれらの目的等を踏まえて行政機関法第８条第２項各号の規定への該当性に関する検討が必要となる。

Q3:庁内利用と庁外利用の差は？

→スライド43または下表を参照。
	利用・提供先
	保有個人情報の利用目的以外の利用・提供の根拠となる条項

	行政機関内
	「二　行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。」【第8条2項2号】

	他の行政機関等
	「三　他の行政機関、独立行政法人等又は地方公共団体に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。」【第8条2項3号】

	行政機関等以外の者
	「四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。」【第8条2項4号】

	※本人の同意があるときは、提供が可能。
	「一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき」【第8条2項1号】


Q4:情報公開法と個人情報保護法での個人情報の取扱に関して異なる点は？

→個人識別性の判断の考え方については同様。ただし、情報公開法は請求に対する公開である。我々が目指しているのは能動的な公開である点が異なる。したがって情報公開法で開示と判断された場合でも、積極的な提供・流通が可能になるわけではない（比較考量の際の根拠の一つにはなる）。
Q5:地番現況図ならばインターネット上での配信が可能ということか？

→A：一律に提供・流通が可能というわけではない。各自治体の判断によるもの。他の自治体が出しているからすなわち問題無いというわけではない。
Q6:個人情報に関する判例、活用事例など

→過年度報告書参照
Q7:提供可否に迷った場合の相談窓口など？

→A：各地方公共団体で設置する個人情報保護に関する窓口。地理空間情報に関する一般的な事項については国土計画局に問い合わせていただくことも可。
Q8災害時に要援護者に関する情報を提供することは可能か。
→　あくまでも各団体の条例に従うものであるが、ガイドラインでも取り上げている。
見解としては、「災害時要援護者情報」に明確な定義はないが、当事者の住所、氏名、身体の状況、家族構成、介護者の状況等が含まれ、当事者の住所、氏名については特定の個人を識別することができる部分に該当することは明らか。また、そのほかの部分もきわめて機微な情報が含まれるため、流通させることは個人の権利利益を害する恐れがあると認められる。
　　　災害発生時、民生委員や自主防災組織等の第三者に提供することになると思うが、情報提供の際、条例や規約、誓約書の提出等を活用して、情報を受け取る側の守秘義務を確保することが重要。機関法8条2項の「相当の理由」に相当。行政機関の内部での利用、行政機関間の利用であれば認められるのではないか、という解釈をしている。

　

※参照：「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（内閣府「災害時要援護者の避難対策に関する検討会」（平成18年3月）

　避難支援プランを策定し、避難支援体制の整備を進めていくためには、平常時からの本件情報の収集・共有が不可欠であるとされている。その際の方式として、
ⅰ)地方公共団体の個人情報保護条例において保有個人情報の目的外利用・第三者提供が可能とされている規定を活用して、要援護者本人から同意を得ずに、平常時から福祉関係部局等が保有する本件情報等を防災関係部局、自主防災組織、民生委員などの関係機関等の間で共有する方式、
ⅱ)要援護者登録制度の創設について広報・周知した後、自ら要援護者名簿等への登録を希望した者の情報を収集する方式、
ⅲ)防災関係部局、福祉関係部局、自主防災組織、福祉関係者等が要援護者本人に直接働きかけ、必要な情報を収集する方式等が挙げられている。
Q9:ストリートビューの個人情報該当性について報道があったが。

→今回、政府の「検討チーム」で検討したのは国、地方公共団体が業務で扱う地理空間情報を対象としている。総務省では、いわゆるインターネット道路周辺映像サービスを対象としており、表札の氏名が判読可能な状態で写っていたり、個人の容貌につきぼかし忘れがあったりすることによって、個人識別性のある情報が含まれる場合などは、個人情報に該当するが、その他の場合には該当しない。としている。
Q10窓口等で請求すれば入手できる情報（地番図、住居表示台帳、建築計画概要書等）がなぜWeb上で公開されないのか？
　→請求が多い情報についてはあらかじめ公開することとされているが、自治体で対応が異なる。

Q情報公開請求によって得られた情報の二次利用は認められるのか

　→差し支えない。実際に商業利用等されている例もある。
Q情報公開請求制度を活用し、大量の情報の公開を請求してくる場合の対応について

→基本的に対応しなければならない。

横須賀市では、平成20年に情報公開条例を改正。以前は１請求あたりで徴収していた手数料の徴収方法を変更し「1件あたり300円」とした。月に500件ほどあった件数が300に減少した。また、商業利用を目的として一度に100件以上請求する申請者がいなくなったという。
Q地番図を公開していない自治体、その理由は？

→ヒアリング結果によると、「情報の正確性に責任が持てない」「法務局と何らかの協定を結んでいるのではないかと考えられてしまう」などの意見が見られた。
３．知的財産関係

Q1:知的財産に関して、自治体と事業者間でトラブルになった例などを教えてほしい
　→区で印刷・配布している地図の背景図（地形表示）を他の主題図の背景図に利用しようとしたが、地図作成会社に著作権があるため、二次利用することができなかった。

　→住民向け道路工事案内などを配布する際、内部で無償で使える背景図を保有していない。

　→著作権が地図作成者にあるため、区の財源であっても二次利用ができない。
・情報公開で入手した公共測量データを勝手にコピーして販売している事業者がいた
　　・地図としての著作物性は主張しにくいが、データベース著作権は主張しやすいので主張してくる会社もある。
Q2:創作性が認められるのはどのような場合か？

　→地理空間情報の場合、「地図又は図形の著作物」「写真の著作物」「編集著作物、「データベースの著作物」に該当する可能性がある。

１）紙、画面又は画像ファイルに出力した地図については「地図の著作物」の可能性があり、台帳の附図については「図形の著作物」の可能性がある。
２）空中写真については、「写真の著作物」の可能性、
３）紙の台帳、統計資料については、「編集著作物」の可能性、
４）地理空間情報のうち、電磁的に記録されているものについては、「データベースの著作物」の可能性がある。
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Q3:契約以外で留意する点は？

　→著作物性の有無の判断。料金の設定基準。売り物にすることが可能か、など。
Q4:それぞれの契約のパターンをとることのメリットは？
　→整備・更新にかかる費用が異なってくる。利用の範囲なども異なる。
Q5:契約書を作成するに当たり、マニュアル等は公開されているのか。
→地理空間情報を対象としたものではないが、一般的な知的財産権を前提としたものとして、所管である文化庁などで公開されている（レコード、小説など一般的なケース）。公共測量については作業規定で定められている

Q6: 契約で定められてしまう場合、民間事業者がこれまで保有していた権利がすべて行政側に帰属するようになってしまうのか。
　→そのような契約した場合はそうなるが、作業内容、それにかかるコスト等を改めて見直し、契約のやり方なども再考する必要。
　　随意契約が主流だった以前とは異なり、これからは契約のあり方も変わってくるものと思われる。また、提供・流通促進を図っていく場合にはなおさらその傾向は強まる。

Q7:住民の税金で作成した地図を商業利用されることに対して、どのように説明すれば良いのか。
　　→一部の利益につながる場合もあるが、基本法の理念にもあるようにこれらの情報の蓄積が地理空間情報高度活用社会につながる。
Q8:著作権と情報公開法の関係は？
　→公開と判断された者に対して著作権は発生しない（情報公開法には著作権に関する規定は存在しない）。ただし、法人の不利益に生じること（たとえば設計者のノウハウ等が含まれる設計図、顧客リスト等）については不開示と判断されることもある。
◆札幌研修での質問（いずれも民間事業者）

・ガイドラインのなかでは、たとえばプライバシーマーク制度（Pマーク制度）のように、自治体の仕事をするに当たり、民間事業者が特定の資格を取得することが奨励されることなどは含まれるのか。（→現段階では想定していない。自治体職員が地理空間情報の取扱いの判断に迷ったときに参照とされることを目的としているもの。）









著作権法


（翻訳権、翻案権等）


第二十七条　著作者は、その著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映画化し、その他翻案する権利を専有する。





（二次的著作物の利用に関する原著作者の権利）


第二十八条　二次的著作物の原著作物の著作者は、当該二次的著作物の利用に関し、この款に規定する権利で当該二次的著作物の著作者が有するものと同一の種類の権利を専有する。








　（個人情報の保護等）


第十五条　国及び地方公共団体は、国民が地理空間情報を適切にかつ安心して利用することができるよう、個人情報の保護のためのその適正な取扱いの確保、基盤地図情報の信頼性の確保のためのその品質の表示その他の必要な施策を講ずるものとする。
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